
第１６７８回島根県教育委員会会議 議題書 

令和８年７月 22 日(水) 

日 時 

13 時 30 分～ 



第１６７８回教育委員会会議議題 

期日 令和８年７月22日(水) 

議 題 

－公 開－ 

（議決事項） 

第５号 島根県立特別支援学校規程の一部改正について 

（特別支援教育課）  --------- ３ 

（報告事項） 

第19号 産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進 

事業の採択結果について（総務課）  --------- 10 

第20号 令和９年度島根県市町村立小・中学校等校長人材希望制度 

申請結果について（学校企画課）  --------- 12 

第21号 島根県社会教育委員の改選について 

（社会教育課）  --------- 14 

第22号 島根県立図書館協議会委員の改選について 

（社会教育課）  --------- 16 

第23号 石見銀山発見５００年島根県記念事業について 

（文化財課）  --------- 18 



島根県立特別支援学校規程の一部改正について 

１ 改正理由 

・ 高等部生徒（入学志願者を含む。）が成年者である場合、保護者の連署なく入学手続

きを行ってよい場合もあることから、校長が特別な事情があると認める場合を除き、

保護者の連署の必要なく高等部入学時等の手続きが行えるよう、所要の改正を行う必

要がある。 

・ 卒業証書授与台帳及び修了証書授与台帳の電子化による割印の必要性がなくなった

こと、また、教職員の事務負担の軽減を図る観点から、割印の規定を廃止する必要が

ある。 

２ 改正する規則 

  島根県立特別支援学校規程（昭和 46 年教育委員会規則第８号） 

３ 改正内容 

⑴ 成年者の生徒が提出する入学願書及び誓約書に係る保護者の連署を要しないことと

した。（第 30 条の２） 

⑵ 卒業証書及び修了証書における割印の廃止（様式第 17 号・第 18 号）

⑶ その他規定の整理

４ 施行日 

  公布の日 

議 決 第 ５ 号 

特別支援教育課 
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島根県立特別支援学校規程新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

島根県立特別支援学校規程 

昭 和 4 6 年 ４ 月 １ 日 

島根県教育委員会規則第８号 

目次 〔略〕 目次 〔略〕 

第１条～第10条 〔略〕 第１条～第９条 〔略〕 

（単位の認定） 

第10条 高等部及び専攻科（以下「高等部等」とい

う。）の学習の評価及び単位の認定基準に関しては、

学習指導要領に示す学習効果判定の趣旨により、学習

時数を考慮して校長が定める。 

２～７ 〔略〕 

（教科用図書その他の教材の使用） 

第11条 〔略〕 

２ 前項の教科用図書以外の図書その他の教材で、有益

適切なものは、これを使用することができる。ただ

し、その選定に当たっては、保護者（島根県立高等学

校規程（昭和31年島根県教育委員会規則第21号）第１

条の２に規定する保護者をいう。以下同じ。）の経済

的負担が過重にならないように考慮しなければならな

い。 

（教科用図書その他の教材の使用） 

第11条 〔略〕 

２ 前項の教科用図書以外の図書その他の教材で、有益

適切なものは、これを使用することができる。ただ

し、その選定にあたっては、保護者（島根県立高等学

校規程（昭和31年島根県教育委員会規則第21号）第１

条の２に規定する保護者をいう。以下同じ。）の経済

的負担が過重にならないように考慮しなければならな

い。 

第12条～第30条 〔略〕 第12条～第19条 〔略〕 

 （入学志願） 

第20条 特別支援学校に入学を希望する者は、保護者と

連署した入学願書を校長に提出しなければならない。

ただし、認定特別支援学校就学者（学校教育法施行令

第５条第１項に規定する認定特別支援学校就学者をい

う。第22条及び第28条において同じ。）については、

この限りでない。 

２ 〔略〕 

第21条～第23条 〔略〕 
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（誓約書） 

第24条 高等部等に入学を許可された者は、入学許可の

日から５日以内に、保護者及び保証人（保証人を置く

場合に限る。）と連署した誓約書（様式第11号）を校

長に提出しなければならない。 

２ 〔略〕 

第25条～第27条 〔略〕 

（転入学） 

第28条 他の学校から転入学を希望する者（認定特別支

援学校就学者を除く。）は、保護者と連署した転入学

願（様式第14号）を校長に提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、校長は、相当学年に収容可能

な場合は、転入学の事由を調査し、選考の上、転入学

を許可することができる。 

３ 前項の場合においては、第24条及び第25条の規定を

準用する。 

第29条・第30条 〔略〕 

（生徒等が成年者の場合の特例） 

第30条の２ 高等部等に入学を希望する者若しくは入学

を許可された者若しくは他の学校から転入学を希望す

る者若しくは他の学校から転入学を許可された者又は

生徒が成年者である場合、提出する第20条、第24条

（第28条第３項において準用する場合を含む。）及び

第26条から前条までに規定する様式については、これ

らの規定にかかわらず、保護者が連署することを要し

ない。ただし、校長が特別な事情があると認める場合

は、この限りでない。 

（生徒が成年者の場合の特例） 

第30条の２ 生徒が成年者であって、校長が特別な事情

があると認めたものが、提出する第26条から前条まで

に規定する様式については、第26条から前条までの規

定にかかわらず、保護者が連署することを要しない。 

第31条～第44条 〔略〕 

（卒業等） 

第31条 〔略〕 

２ 校長は、前項の卒業又は修了を認定した場合には、

小学部、中学部又は高等部にあっては卒業証書（様式

第17号）を、専攻科にあっては修了証書（様式第18

号）を、それぞれ授与しなければならない。 

３ 〔略〕 

第32条～第44条 〔略〕 
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附 則 〔略〕 

様式第１号～様式第16号 〔略〕 

様式第17号 〔別紙〕 

様式第18号 〔別紙〕 

様式第19号 〔略〕 

附 則 〔略〕 

様式第１号～様式第16号 〔略〕 

様式第17号 〔別紙〕 

様式第18号 〔別紙〕 

様式第19号 〔略〕 
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島根県立特別支援学校規程の一部を改正する規則（特別支援教育課） 

島根県立特別支援学校規程の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 年 月 日 

島根県教育委員会教育長 井 手 久 武 

島根県教育委員会規則第 号 

島根県立特別支援学校規程の一部を改正する規則 

島根県立特別支援学校規程（昭和46年島根県教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

第11条第２項中「あたって」を「当たって」に改める。 

第30条の２を次のように改める。 

（生徒等が成年者の場合の特例） 

第30条の２ 高等部等に入学を希望する者若しくは入学を許可された者若しくは他の学校から転入学を希望する者若しく

は転入学を許可された者又は生徒が成年者である場合、提出する第20条、第24条（第28条第３項において準用する場合

を含む。）及び第26条から前条までに規定する様式については、これらの規定にかかわらず、保護者が連署することを

要しない。ただし、校長が特別な事情があると認める場合は、この限りでない。 

「

様式第17号及び様式第18号中 
割

印 
を削る。 

」 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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報 告 第 19号 

総  務  課 

産業イノベーション人材育成等に資する高等学校等教育改革促進事業の

採択結果について 

１ 採択校（内示額） 

松江北高校（26.7億円）、宍道高校（15.2億円） 

２ 不採択校（申請額） 

江津地域における新設校（19.1億円） 

３ 全国の状況 

47都道府県、179の学校等が申請 

うち75の学校等が採択（採択率 約４割） 

４ 今後の予定 

江津地域における新設校については、追加公募に再申請予定 
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（参考）申請概要 

類 型 
アドバンスト・エッセン

シャルワーカー等育成支援
理数系人材育成支援 

多様な学習ニーズに対応

した教育機会の確保 

校 名 
江津地域新設校 

（江津・江津工業高校） 
松江北高校 宍道高校 

コンセプト

地域産業等を担うこと

ができる専門性豊かな工

業人材育成の拠点 

理数的素養を持ちなが

ら社会の課題解決に挑む

人材育成の拠点 

多様な学びを支える

「学びのデザイン支援セ

ンター」の構築

取 組 概 要 

① 地域が求める専門性

豊かな人材育成に向け

た学びの展開 

・ 地域ニーズに対応し

た学び等の実現に向

け、実習棟の改修（教室

の配置転換等）及び実

習設備（レーザー加工

機、重機シミュレータ

等）の導入 

② 地元企業と連携し、

現場を知るものづくり

人材を育む学びの展開 

・ 放課後を利用し、もの

づくり現場を舞台とし

た探究活動のプログラ

ム開発

・ 地元企業勤務者を講

師とした講義の開設 

・ 高校生自らが小中学

生向けものづくりの楽

しさの紹介等を行うキャ

リア教育動画の制作

・ 連携した活動の円滑

な実施のため、コーディ

ネーター等の配置

① 学校敷地内に理数系

教育の拠点としてのラ

ボを整備 

・ 高度機器を配備し、大

学等の協力も得て、探

究の深化を行う産学官

連携の拠点に位置づけ

・ 松江北高生徒のみな

らず、他校生にも開放

し、体験・学習・研究を

支援 

② 従来の２学科（普通

科・理数科）の改編、新

たな科目の設定を検討 

・ 文理を横断した学び

により理数的素養の育

成を行う科目の検討 

・ 医師や研究職等の理

数系人材の育成に資す

る高度な知識・技能を

学ぶ科目の検討 

・ 理系ＡＬＴにより

オールイングリッシュ

で科学的・論理的学び

を深める科目の検討 

① 遠隔授業の充実

・ 開設困難科目の授業

配信 

・ 習熟度別の授業配信

・ 遠隔による合同授業

の実施 

② 多様な学びの充実

・ 日本語教育が必要な

生徒へのＡＩ多言語翻

訳サービスの導入によ

る学習支援 

・ 不登校傾向や対人関

係に不安を抱える生徒

等への心理的安全性が

担保された仮想キャン

パスの構築 

③ 通信教育の充実

・ 既存の紙をベースと

した学びから、紙とデ

ジタルのハイブリッド

型通信教育への転換 

申 請 額 １９．１億円 ２６．７億円 １５．２億円 

申請額総額 ６１．０億円 
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令和９年度島根県市町村立小・中学校等校長人材希望制度
申請結果について 

１ 目的 

校長人材希望制度は、次の目的を達成するために人事異動の一環として実施する。 

⑴ 町村内で一小・中学校を配置する自治体が、地方創生の一環として、地域の人口減少・

少子高齢化等の課題に向かうために、町村教育委員会により実施を希望する学校について、

特色のある学校経営方針等を構築する。

⑵ 上記⑴の学校経営方針等に対し、実践する意欲と能力のある校長を県内から募集し、実

際の学校経営をとおして、対象自治体における課題の克服や目標等の達成を図る。

２ 対象自治体と対象学校 

川本町（川本小学校、川本中学校） 

  海士町（海士中学校） 

  西ノ島町（西ノ島小学校、西ノ島中学校） 校長兼務 

  知夫村（知夫小学校、知夫中学校） 校長兼務 

３ 申請校 

海士町立海士中学校 

４ 決定校 

海士町立海士中学校 

５ 特色のある学校経営及び取組計画等（別紙詳細） 

６ スケジュール

６月16日(火)  実施校決定及び校長応募通知 

７月 ３日(金)  志願書提出期限 

  ７月22日(火)     教育委員会会議 報告 

８月    県教育委員会、該当町村教育委員会合同実施による校長面接 

  ３月 配置結果通知 

７ 参考 

⑴ 応募要件

次の全てを満たす者

① 令和８年４月１日現在、島根県内の市町村立小・中学校等において、校長として勤務

する者及び令和８年度校長採用・昇任候補者名簿登載者

② 昭和44年４月２日以降に生まれた者（令和９年度４月１日現在、57歳以下の者）

③ 現任校での勤務年数が２年以上（令和８年度末現在）の者

報告第 20 号 

学校企画課 
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特色のある学校経営及び取組計画等 

１ 学校名 

海士町立海士中学校 

２ 学校経営方針及び特色のある取組計画 

海士町の教育大綱（令和６年３月）が示す「自分らしく生きる志を育む島」の実現に向けて、個別

最適な学び、協働的な学び、創造・探究的な学びを推進し、島内の中学生の今と未来の幸せ（well-

being）につながる魅力的な中学校を目指す。また、地域と教育の魅力により、第３期海士町創生総

合戦略で掲げる親子島留学や子育て・教育移住を推進し、多様性の中で学びの充実を図る。 

⑴ 多様性の中でそれぞれ自分らしさを尊重できる「認め合う心」

⑵ ともに助け合いながら悔しさや達成感を共有できる「たたえ合う仲間」

⑶ 対話や試行錯誤を通してお互いの可能性を引き出す「高め合う学び」

具体的には以下の３点について重点的に取り組む。

① 小規模校ならではの強みを活かす「個別最適で協働的な学び」を実現するための校内体制の整

備（自由進度学習をはじめとする個別最適な学びの推進や、生徒同士が助け合い、認め合う協働

的な学びの場面の創出、教職員の時間を生み出す働き方改革）

② 地域との距離が近い海士町ならではの「探究的な学び」を実現するための、学校と地域との協

働や関係性づくり（コミュニティ・スクールと一体となった学校経営や共育（教育魅力化）コー

ディネーターの活用）

③ 島前ふるさと魅力化財団やＪＩＣＡ派遣職員等において、学校や地域を飛び出し、相互の学び

を高め合うためのグローカルな越境機会の創出に取り組んでおり、このような社会教育の動きを

学校教育につなげていく。

３ 求める校長像 

⑴ 海士町が目指す「自分らしく生きる志を育む島」の実践に向け、小さな島の学校の魅力や良さを

掘り起こしながら、（変えるべきところは変えるという）主体性やチャレンジ精神を持った学校経

営を行うことができる。

⑵ 教職員や教育委員会関係者はもとより、役場職員や地域住民などと分け隔てなく対話ができる協

働性を持っている。

⑶ 個別最適な学びや協働的な学び、探究的な学びに関する知見を有している、又は外部の知見や人

脈も積極的に活用し、柔軟に学校経営を進めながら自らも深く学んでいく姿勢を持っている。

４ 町村としての配慮 

特色ある学校経営をサポートするための、町採用職員の積極的な配置 

⑴ 町加配常勤講師（数学・理科）

⑵ 共育（教育魅力化）コーディネーター

⑶ 特別支援教育コーディネーター

⑷ 特別支援教育支援員

⑸ 教育支援センター支援員

⑹ スクールサポートスタッフ（大人の島留学生）

⑺ 学校司書

⑻ 部活動地域指導員（バスケットボール、レスリング）

別紙 
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報告第 21 号 

  社 会 教 育 課 

島根県社会教育委員の改選について 

 島根県社会教育委員の任期が満了し、新たな２年間を任期とする委員について、社会教

育法及び島根県社会教育委員に関する条例に基づき、下記のとおり委嘱した。 

記 

１ 委嘱した委員の任期 

  令和８年６月 24 日から令和 10 年６月 23 日までの２年間 

２ 委嘱した委員の氏名等 

  別紙のとおり 

３ 委員構成 

⑴ 男  女  別 ： 男性６名、女性６名 

⑵ 地  域  別 ： 東部６名、西部４名、隠岐２名 

⑶ 新任・再任の別 ： 新任４名、再任８名

【参考 関係法令等（抜粋）】 

社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号） 

（社会教育委員の設置） 

  第 15 条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 

  ２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。 

島根県社会教育委員に関する条例（平成 26 年島根県条例第 27 号） 

  （設置） 

第１条 社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号）第 15 条第１項の規定に基づき、島根 

 県社会教育委員（以下「委員」という。）を置く。 

  （委嘱の基準） 

第２条 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行 

 う者並びに学識経験のある者の中から島根県教育委員会が委嘱する。 

  （定数） 

  第３条 委員の定数は、20 人以内とする。 

（任期） 

  第４条 委員の任期は、２年とする。 

  ２ 島根県教育委員会は、特別の事情があると認めたときは、委員の任期中でもこれ 

を解嘱することができる。 
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 報告第 22 号

  社 会 教 育 課

島根県立図書館協議会委員の改選について 

 島根県立図書館協議会委員のうち３名の異動があり、後任の委員について、図書

館法及び島根県立図書館条例に基づき、下記のとおり任命した。 
記 

１ 新たに任命した委員の氏名・任期 

⑴ 樋野 義之

⑵ 山﨑 薫

⑶ 坂井 務

上記委員の任期は令和８年６月 19 日から令和９年６月 18 日まで 

２ 委員名簿 

別紙に記載 

３ 委員構成 
⑴ 男  女  別 ： 男性５名、女性５名 
⑵ 地  域  別 ： 東部５名、西部４名、隠岐１名 

【参考 関係法令等(抜粋)】 
○図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）

(図書館協議会)

第 14 条 公立図書館に図書館協議会を置くことができる。

２ 図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、図書館の行う図書

館奉仕につき、館長に対して意見を述べる機関とする。

第 15 条 図書館協議会の委員は、当該図書館を設置する地方公共団体の教育委員会が任命す

る。

第 16 条 図書館協議会の設置、その委員の任命の基準、定数及び任期その他図書館協議会に

関し必要な事項については、当該図書館を設置する地方公共団体の条例で定めなければな

らない。この場合において、委員の任命の基準については、文部科学省令で定める基準を

参酌するものとする。

○図書館法施行規則（昭和 25 年文部省令第 27 号）

第 12 条 法第 16 条の文部科学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭

教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から任命することとする。

○島根県立図書館条例（昭和 44 年島根県条例第 12 号）

(図書館協議会の設置)

第４条 図書館法(昭和 25 年法律第 118 号)第 14 条第１項の規定により、図書館に島根県立

図書館協議会(以下「協議会」という。)を置く。

(協議会の委員の任命の基準、定数及び任期)

第５条 協議会の委員(以下「委員」という。)は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教

育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者のうちから教育委員会が任命す

る。

２ 委員の定数は、10 人以内とする。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。
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区分 氏　　名
ふ　り　が　な

性別 所　属　・　職　名　等 所在地 備考

 島根県国公立幼稚園・こども園長会　副会長

 （大田市立大田幼稚園　園長）

 島根県学校図書館協議会　副会長

 （安来市立広瀬小学校　校長）

 島根県高等学校図書館研究会  事務局員

(島根県立大田高等学校  教諭）

村上
む ら か み

　京子
き ょ う こ

女
未来へつなぐいのち島根県連盟
（旧島根県連合婦人会）　評議員

津和野町

中林
なかばやし

　　眞
まこと

男 隠岐の島町立隠岐の島町図書館　館長 隠岐の島町

伊藤
い と う

　純久
よ し ひ さ

男 山陰合同銀行　地域振興部　企画役 松江市

金山
か な や ま

　和佳
わ か

女
 社会福祉法人島根ライトハウス
ライトハウスライブラリー施設長

松江市

木内
き な い

　公一郎
こ う い ち ろ う

男  島根県立大学　人間文化学部　教授 松江市

坂井
さ か い

　務
つとむ

男
島根県町村教育長会
美郷町教育委員会　教育長

美郷町 新任

樋野
ひ の

　義之
よ し ゆ き

男 安来市

島根県立図書館協議会委員名簿　

令和８年６月19日～令和９年６月18日

学
校
教
育
関
係

三國
み く に

　千秋
ち あ き

女 大田市

新任

学
識
経
験
者

社
会
教
育
関
係

家
庭
教
育
関
係

岩田
い わ た

　裕子
ゆ う こ

女 読書ボランティア 松江市

山﨑
や ま さ き

　薫
かおる

女 大田市 新任
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石見銀山発見５００年島根県記念事業について 

令和９年の石見銀山発見５００年を契機として、世界遺産石見銀山の価値や魅力を県内

外に広く発信し、石見銀山への理解促進を図るとともに、現地への来訪意欲の喚起を図る

ため、石見銀山発見５００年島根県記念事業を行う。 

１ 記念事業の内容 

⑴ 記念展（東京）

ア ﾀ ｲ ﾄ ﾙ 古代オリエントから石見銀山へ －銀が動かす世界－

イ 会 期 令和８年９月 19 日（土）～令和８年 12 月６日（日）

ウ 会 場 古代オリエント博物館（東京都豊島区東池袋）

エ 概 要 人類と金属との関わりについて、中でも銀との関わりについて、古代オ

リエントの資料を中心に紹介するとともに、銀の時代ともいわれる大

航海時代に多量の銀を生産した石見銀山について紹介する。

オ 共 催 公益財団法人古代オリエント博物館

石見銀山発見５００年島根県記念事業実行委員会 

⑵ 記念展（出雲）

ア ﾀ ｲ ﾄ ﾙ 大銀山展 －石見から世界へ、そして未来へ－

イ 会 期 令和９年７月 16 日（金）～令和９年９月５日（日）

ウ 会 場 島根県立古代出雲歴史博物館（出雲市大社町）

エ 概 要 石見銀山の発見から最盛期を経て、江戸期の経営改革、近代の再開発、

そして現代までの軌跡について振り返り、その貴重な価値と奥深い魅力

を紹介する。また、島根の金属文化の前史となる古代の銅・鉄の生産・

使用状況や、中世以降の日本社会を支えた島根の鉄・銅生産について、

その一端を紹介する。 

オ 共 催 島根県立古代出雲歴史博物館

石見銀山発見５００年島根県記念事業実行委員会 

⑶ 記念展（大田）

ア ﾀ ｲ ﾄ ﾙ 鉱山の息吹－石見銀山から鉱山王国日本の誕生－

イ 会 期 令和９年 10 月９日（土）～令和９年 12 月 12 日（日）

ウ 会 場 石見銀山資料館（大田市大森町）

エ 概 要 主に江戸時代における国内鉱山や石見における鉱山の実態について紹介

するとともに、石見銀山の総合調査から得られた石見銀山の特質等につ

いて紹介する。 

オ 共 催 特定非営利活動法人石見銀山資料館

石見銀山発見５００年島根県記念事業実行委員会 

報告第 23 号 
文 化 財 課 
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⑷ 国際シンポジウム

ア 開催日 令和９年 11 月７日（日）

イ 会 場 島根県立男女共同参画センターあすてらす

ウ 概 要 世界の鉱山遺跡の関係者を招聘し、その価値の理解促進や今後の保存

活用を考える機会とする。 

エ 共 催 石見銀山発見５００年島根県記念事業実行委員会

大田市教育委員会 

⑸ 記念事業ガイドブックの制作

ア 内 容 ガイダンス施設や記念展、記念イベントの紹介、グルメ、お土産物、

宿泊施設、観光情報など 

イ 規 格 Ａ４冊子、28 頁

ウ 発行日 令和８年７月２日（木）

エ 発 行 石見銀山発見５００年島根県記念事業実行委員会

オ 協 力 「石見銀山遺跡とその文化的景観」世界遺産登録２０周年・石見銀山

発見５００年記念事業実行委員会 

２ 関連事業の内容 

⑴ 石見銀山発見５００年記念イベント「まるっといわみフェス」

ア 目 的：古代オリエント博物館での記念展への来場者誘導

石見銀山及び県内日本遺産の認知度向上、県内への来訪意欲の喚起 

イ 開催日：令和８年 10 月 18 日（日）

ウ 会 場：サンシャインシティ噴水広場（東京都豊島区東池袋）

エ 共 催：島根県教育委員会、古代オリエント博物館

オ 内 容：声優による石見銀山トーク、日本遺産や観光 PR、石見神楽等

⑵ 石見銀山関連講座

① 「東アジア金・銀伝説とスペイン・ポルトガル（仮題）」

ア 日 時：令和８年 11 月３日（火・祝） 13：30～16:00

イ 場 所：サンシャインシティ特別ホール

ウ 講 師：岡美穂子（東京大学史料編纂所准教授）

李 毓中（国立清華大学副教授） 

② 講座「代官 江戸から石見へ－大久保長安と川崎平右衛門（仮題）」

ア 日 時：令和８年 11 月 15 日（日） 13：30～16:00

イ 場 所：サンシャインシティ特別ホール

ウ 講 師：仲野義文（石見銀山資料館館長）

清水佳那子（島根県教育庁文化財課世界遺産室） 

※ 各回定員 150 名、参加費無料 
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